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研究成果の概要（和文）： 
旧フランス領アフリカ諸国は、独立後フランス語を公用語としたが、フランス語はいまだに全

国民の言語とはなっていない。しかし、いくつかの国では、土着のアフリカ言語が事実上の共

通語として発展している。本研究では、そうした国々において、公用語のフランス語とアフリ

カ諸言語の関係がどのように変化してきているかについて、社会言語学的立場からの実態調査

を行った。その結果、ラジオ、テレビなどの口頭メディアにおけるアフリカ諸言語の使用の拡

大とアフリカ諸言語の重要性を認める方向への政策方針の表明が見られる一方で、教育、行政

における使用については、非常に限られた水準にとどまっていることが確認された。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Former French colonies in Africa adopted French as official language after independence. But French is 
far from being the language of the whole nation, while in several contries, a major language is 
developping as defaco commun language. This project studied from a sociolinguistic viewpoint how the 
relation between French and major african languages is changing in these countries. The results obtained 
through this project can be summarized as follows: 
1.In oral media like radio and television, the use of major african languages is increasing. 
2.The governments tend to recognize officially the importance of african languages. 
3.But the use of african languages in the fields of education or administration remains still very limited. 
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１．研究開始当初の背景 
1)旧フランス領アフリカ諸国と言語政策 
 旧フランス領アフリカ諸国は、独立後公用

語をフランス語とし、その普及を目指したが、

フランス語はいまだに公共性を担保する言

語としては確立されていない。他方、植民地

期以来、土着のアフリカ言語が事実上の共通
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語として発展してきている例が少からず見

られるが、旧イギリス領の場合と異なり、旧

フランス領では、土着のアフリカ諸言語の書

記言語としての整備がほとんど行われなか

ったため、そうした言語は口頭言語にとどま

っており、教育、行政への導入は容易ではな

い。また、多数派言語とそれ以外の言語の競

合関係の調整という問題もある。「言語問題」

が存在することは早くから意識されている

が、これまでこの問題は実質的には放置され

てきたのである。 
 旧植民地宗主国の言語を公用語とするア

フリカ諸国における多言語状況の管理と言

語政策の問題に焦点を当てた研究はようや

く 1990 年代に入って英語圏であらわれるよ

うになった。しかし、旧フランス領諸国につ

いてはまだそうした研究はほとんど存在し

ない。社会言語学の領域では、ルイ=ジャン･

カルヴェやロベール・ショーダンソンなどに

よる多言語状況における言語使用の実態に

関する共時的研究はあるが、言語政策に関す

る研究は、フランス語圏ではこれまでフラン

ス語普及の方法論に関するものにほぼ限定

されていた。 
 
２．研究の目的 
研究代表者砂野幸稔は、1990 年代から上述

のような問題に着目した研究をセネガルを

対象として行ってきており、その成果を『ポ

ストコロニアル国家と言語－フランス語公

用語国セネガルの言語と社会』（三元社、

2007）としてまとめている。 
 本研究は、セネガルについての研究蓄積を
土台として、セネガルにおけるその後の状況
の変化を確認するとともに、セネガルとは異
なった状況にある複数のフランス語公用語
国の状況を分析、比較することを通じて、旧
フランス領アフリカ諸国の言語問題につい
てのより総合的な展望を得ようとするもの
である。 
 
３．研究の方法 
アフリカの多言語状況は、国によってその

様相が大きく異なる。本研究では、まず、国

のほぼ全域で共通語として通用するアフリ

カ言語が存在し、その言語が書記言語として

発展し、他のアフリカ諸語との関係が調整し

得れば、将来、住民の大多数が理解する（そ

して公共性を担保する）土着の公用語となる

可能性のある国を対象とし、そうした国々に

おける言語状況を把握することを目的とし

た。 
具体的には、セネガル（ウォロフ語）、マ

リ（バンバラ語）を対象とし、同じくフラン

スから独立した後アラビア語を公用語とし

たモーリタニア、モロッコの状況と比較した。  
それぞれの国について、植民地行政府、独

立後の政府、現地知識人、外国政府、国際機

関、NGO 等がどのような政策を持ち、またそ

れを実行してきたかを跡づけた。1)植民地期

から独立後にかけてのフランス語教育の歴

史、2)とくに独立後の主要アフリカ言語の書

記化と教育、および文字文化の発展状況、3)
脱植民地化の過程から独立後にいたるでの

アフリカ人知識人、政治指導者の言語意識の

変遷、4)フランス語の普及、アフリカ諸言語

の書記化と教育の双方についての、旧植民地

宗主国フランスやユネスコなどの国際機関、

NGO 等の関与の実態、を文献資料および聞き

取り調査を通じて明らかにした。 
 
４．研究成果 

1) セネガルでは、1971 年にウォロフ語など

６つの主要言語が「国語(langues nationales)」
として規定され、正書法が作られたが、実質

的には有名無実のものにとどまっていた。

1980 年代から「国語振興」が掲げられるよう

になり、1990 年代から大規模な成人識字キャ

ンペーンなどを通して「国語」は公式の政策

対象となったが、教育、行政への導入が具体

的課題として掲げられるようになったのは、

2000 年に誕生したワッド政権のもとでのこ

とだった。しかし、2001 年から段階的に実施

され、その後全般化されることになっていた

初等教育導入段階におけるセネガル諸言語

の書記言語としての使用は、現在においても

限られた実験校における実施にとどまって

いる。ダカール大学の研究者によって行われ

た調査によれば、実施されている実験校にお

いてもまだ試行錯誤段階にとどまっている。

砂野が現地調査を行ったカイ村の小学校で

は、新制度は導入されていなかったが、実態

としては、導入段階は公式には使われないこ

とになっているウォロフ語に大きく依存す

る教育となっていた。ただし、ウォロフ語の

書記言語としての使用はまったく行われて

いない。 
 ただ、ラジオ、テレビなどの口頭メディア

においては、この 10 年あまりの間にウォロ

フ語をはじめとするセネガル諸言語の使用

比率は飛躍的に高まっている。ラジオにおい

ては、すでに 1980 年代からウォロフ語を筆

頭にセネガル諸言語の使用比率はすでに高

くなっていたが、長くフランス語が圧倒的な

位置を占めていたテレビにおいては、一部ニ

ュースなどに限られていたウォロフ語の使

用比率が飛躍的に高まっている。 



 また、植民地期からすでに存在したウォロ

フ語などのセネガル諸言語を書記言語とし

て発展させようとする言語ナショナリズム

は、独立後も知識人層によって引き継がれ、

小規模とはいえ、ウォロフ語、フルフルデ語

などによる新聞、雑誌の発行や、とくにウォ

ロフ語による詩や小説の出版も行われてい

る。 
 プラール語、マンディンカ語など、ウォロ

フ語以外の主要言語の話者によるウォロフ

語支配への警戒心故に、公式にウォロフ語の

みを公的使用の言語として選択することは

困難だが、口頭言語としては、ウォロフ語の

実質的な共通語としての地位はさらに確か

なものになっている。しかし、現在の政府の

政策から見る限り、ウォロフ語をはじめとす

るセネガル諸言語が、書記言語として発展し、

教育、行政において実質的に使用されるよう

になるには、まだかなりの時間がかかると思

われる。 
2) マリにおいても、セネガルにおけるウォロ

フ語と同様、バンバラ語が広範囲に理解され

るが、全土における使用実態についての社会

言語学的調査はこれまで行われておらず、と

くに北部地域に関しては情報が少ない。社会

経済的な統合の不十分さを考えると、北部に

おけるバンバラ語の普及は限定的であると

思われる。マリでは、1967 年にバンバラ語な

ど１２の「国語(langues nationales)」が指定さ

れ、ユネスコなどのイニシアティブで主要な

言語について正書法が定められて成人識字

教育において用いられていた。1979 年からは、

初等教育の導入段階におけるバンバラ語な

ど主要４言語の使用がいくつかの実験校で

はじまり、1994 年からは言語数は 11 に増え

ている。入手できた資料の上では、現在では

大多数の小学校において、生徒の「母語」が

教育に導入されていることになっているが、

その実態については、今回の調査では十分に

把握できていない。2010 年に短期間の調査を

行ったカイ州では、マリ全土に普及している

バンバラ語のほか、カソンケ語、ソニンケ語、

フルフルデ語が主要言語として話されてお

り、ラジオ放送など、口頭言語としての使用

についてはそれらの地域言語の使用が広く

行われているが、行政などにおける文字言語

としての使用については、一部で熱心な試み

も行われているとはいえ、いまだ非常に限ら

れた範囲にとどまっており、地域言語による

識字についても十分な成果があがっている

とは言えない状況だった。 
その後の治安状況の悪化のために、それ以

上の現地調査はできていないが、マリについ

ても、セネガルと同様、バンバラ語のみを書

記言語として発展させる方向性は考えにく

いだけでなく、主要な言語の書記言語として

の使用が識字教育や初等教育の導入段階で

の使用以上に進展するには、まだ数多くの課

題があると思われる。 
また、ウォロフ語の場合と異なり、バンバ

ラ語などによる知識人の著作活動について

は、今回の調査では確認できていない。 
3) モーリタニア、モロッコに関しては、それ

ぞれ短期間の現地調査（モーリタニアについ

ては他の科研プロジェクトによる）を行った

ほかは主に文献調査に基づく知見だが、セネ

ガル、マリとは大きく異なる状況が確認でき

た。 
モロッコは、独立後、フランス語を教育言

語としては維持しながらも、アラビア語を公

用語とし、その後、ベルベル語も名目上の公

用語としたが、行政、教育の言語としてはア

ラビア語が圧倒的に大きな位置を占めてい

る。現地調査で確認できたことは、フランス

語が教育言語として維持されているとはい

え、一般の人々のフランス語理解の水準は、

必ずしも高いものではないということであ

る。また、教育、行政で用いられている正則

アラビア語は、人々が日常生活で用いるアラ

ビア語モロッコ方言とは大きく異なる言語

だが、ベルベル語が一応は公用語とされてい

るのに対して、アラビア語モロッコ方言には

いかなる公的地位も与えられておらず、今後

それが検討される可能性もないと思われる。

人々が日常言語とは大きく異なる言語を公

的には使用しなければならないという典型

的なダイグロシア状況は、セネガル、マリに

おいては、遅々としていても日常生活の言語

であるウォロフ語やバンバラ語に一定の位

置を与えようとする動きがあるのに対して、

モロッコではそれは検討課題にもならない

ようである。 
モーリタニアにおいては、植民地期にフラ

ンス語教育を受け入れて植民地行政のなか

で主要な位置を占めた南部黒人系に対して、

独立後主導権を握ったアラブ・ベルベル系が

アラブ化政策を進めようとしてきた。憲法で

は、アラビア語を公用語とした上で、アラビ

ア語、ウォロフ語、ソニンケ語、フルフルデ

語を「国語(langues nationales)」と規定し、フ

ランス語は、行政措置として行政、教育にお

いて使用され続けているが、教育、行政とも

アラブ化が政策的に推進され、黒人系諸言語

は象徴的な地位を与えられているとはいえ、

実質的には教育、行政においてはほとんど位

置を与えられていない。むしろフランス語教



育の維持が、アラブ化の圧力に対する防波堤

となっているようである。モーリタニアにお

いても、アラブ・ベルベル系の人々が日常生

活で用いるのは正則アラビア語とは大きく

異なるハサニャ語（アラビア語ハサニャ方

言）だが、教育、行政で用いられるのは、正

則アラビア語であり、隣国のセネガルでは

「国語」の地位を与えられているハサニャ語

が公式に認知される可能性はないものと思

われる。モーリタニアにおいても、典型的な

ダイグロシア状況は今後も維持されていく

であろう。 
以上成果の概要を述べたが、詳細は発表論

文等を参照されたい。ただ、状況は変化し続

けており、今後も状況の展開を中止していく

必要がある。 
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